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�愛媛県告示第７００号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８

号）第１条第１項の規定による救急診療所である。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０１号
救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１

項の規定による救急病院から、次のとおり開設者名の変更の届出が

あった。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

今治くすのきガーデン 今治市旭町三丁目２
番４ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
佐藤 隆

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
辻田 泰徳

平成２８年
４月１日

平成２８年
５月２７日

２ 意見書の提出

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
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○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…４８２

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…４８３

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）…４８３

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…４８３

○ 土地改良区役員の氏名の変更の届出………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４８４

訓 令

○ 愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）…４８４

公 告

○ 登録販売者試験の実施…………………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…４８９

選挙管理委員会告示

○ 参議院選挙区選出議員選挙における各候補者が政見放送を行うことができる基幹放送事業者及び回数の決定………………………（選挙管理委員会）…４９０

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

神南診療所 大洲市新谷乙１１８６番地１ 医療法人緑風会
平成３１年
５月３１日
まで

名 称 所 在 地
開 設 者 名

変 更 前 変 更 後

松山笠置記念心
臓血管病院 松山市末広町１８番２ 医療法人笠置記

念胸部外科
社会医療法人笠
置記念胸部外科

毎週（火・金）曜日発行 第２７８０号 平成２８年６月１０日

平成２８年６月１０日金曜日 第２７８０号

愛 媛 県 報

４８０



��������������

�������
�愛媛県告示第７０４号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２８年６月１０日から２３日まで

�������
�愛媛県告示第７０５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７０６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画用途地域

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７０７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成２８年６月１０日

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７０３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス古川店

西条市古川字江内甲
１２６番１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
佐藤 隆

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
辻田 泰徳

平成２８年
４月１日

平成２８年
５月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２８年６月１０日 第２７８０号

４８１



愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７０８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画事業を認可した。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 施行者の名称

四国中央市

２ 都市計画事業の種類及び名称

四国中央都市計画公園事業

５・５・１ 城山公園

３ 事業施行期間

平成２８年６月１０日から

平成３３年３月３１日まで

４ 事業地

� 収用の部分

四国中央市川之江町城山、大江新開及び山ノ下地内

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第７０９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２８年６月１０日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本ケッチェン株式会社

東京都港区芝浦一丁目２番１号

代表取締役社長 遠北 正和

２ 事業場の名称及び所在地

日本ケッチェン株式会社新居浜事業所

新居浜市磯浦町１７番４号

３ 特定施設に関する事項

東工場スクラバーテスト機

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� スクラバー排水中和槽

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～８

最大 ２～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５

最大 ８１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３１

最大 ６３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５

最大 ４３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ２

備考 汚水等は、スクラバー排水中和槽にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄
施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり５１ノルマル立方メートル処
理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後直ちに

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

設 置 年 月 日 平成１９年１０月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 中和設備

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製及び内面ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２．８メートル 横６．２メートル
高さ３．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，６００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３～８

最大 ２～９

通常 ６～８

最大 ５～９

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５４

最大 ８０

通常 ５４

最大 ８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３１

最大 ６２

通常 ３１

最大 ６２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４

最大 ３８

通常 ２４

最大 ３８

愛 媛 県 報平成２８年６月１０日 第２７８０号

４８２



� 処理槽

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第７１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市飯岡土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成２８年６月１０日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

退 任

�������
�愛媛県告示第７１１号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２８年６月１０日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�������
�愛媛県告示第７１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市南方土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成２８年６月１０日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

退 任

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，６９５

最大 ２，９５５

通常 ２，６９５

最大 ２，９５５

備考 汚水等は、処理槽にて処理する。

設 置 年 月 日 平成２８年１月１５日

処 理 施 設 の 種 類 化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 水平流式

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．２メートル 高さ ８メートル
直径３．２メートル 高さ７．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸化処理及び中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５～９

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３６

最大 ５１

通常 １２

最大 １７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ６２

通常 ３０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ８７

通常 １６

最大 ３３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，１１０

最大 ４，７４５

通常 ４，１１０

最大 ４，７４５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．９

最大 １６．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ３３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，２００

最大 ４，８６０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 国 田 定 義 西条市飯岡１８０７番地

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株 式 会 社 Ｃ Ｐ Ｉ 松山市宮西三丁目４番
４０号

介護職員初
任者研修課
程

平成２８年
６月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 木 安 雄 東温市南方７３３番地２

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．４

最大 ５．８～８．６
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訓 令

�愛媛県告示第７１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市立待堰土地改良区から次のとおり役員が氏名を変更した旨の

届出があった。

平成２８年６月１０日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県訓令第７号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

役員の種類
氏 名

変 更 前 変 更 後

理 事 済 川 完 濟 川 完

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

保

健

福

祉

課

１～６

省略

保

健

福

祉

課

１～６

省略

７ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

７ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 行う事業が２以上の都道

府県の区域にわたる社会福

祉法人の定款の認可及び変

更認可、解散の認可及び認

定並びに合併の認可に関す

る副申（第３１条第４項、第

４３条第２項、第４６条第４

項、第４９条第３項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

	 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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� 必要な措置の勧告（第５６

条第４項）

○

� 勧告に従わない旨の公表

（第５６条第５項）

○

� 勧告に係る措置の命令

（第５６条第６項）

○ � 必 要 な 措 置 の 命 令

（第５６条第２項）

○

� 業務の停止命令及び役員

の解職勧告（第５６条第７

項、第９項）

○ � 業務の停止命令及び役員

の解職勧告（第５６条第３

項、第５項）

○

� 解散命令（第５６条第８

項）

○ � 解散命令（第５６条第４

項）

○

� 省略 � 省略

� 所轄庁に対する意見の具

申（第５７条の２第１項）

○

� 関係都道府県知事等に対

する協力の要請（第５７条の

２第２項）

○

	 助成等 （第５８条） ○ � 助成及び監督（第５８条） ○


 省略 � 省略

２～４ 省略 ２～４ 省略

８～２０

省略

８～２０

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

子

育

て

支

援

課

１～１２

省略

子

育

て

支

援

課

１～１２

省略

１３ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

１３ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 行う事業が２以上の都道

府県の区域にわたる社会福

祉法人の定款の認可及び変

更認可、解散の認可及び認

定並びに合併の認可に関す

る副申（第３１条第４項、第

４３条第２項、第４６条第４

項、第４９条第３項）

○

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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� 省略 � 省略

� 解散命令（第５６条第８

項）

○ � 解散命令（第５６条第４

項）

○

� 助成等 （第５８条） ○ � 助成及び監督（第５８条） ○

� 省略 � 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

障

が

い

福

祉

課

１ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

障

が

い

福

祉

課

１ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 行う事業が２以上の都道

府県の区域にわたる社会福

祉法人の定款の認可及び変

更認可、解散の認可及び認

定並びに合併の認可に関す

る副申（第３１条第４項、第

４３条第２項、第４６条第４

項、第４９条第３項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

	 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 解散命令（第５６条第８

項）

○ � 解散命令（第５６条第４

項）

○

� 助成等 （第５８条） ○ � 助成及び監督（第５８条） ○

� 省略 � 省略

２～１１

省略

２～１１

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

長

寿

介

護

課

１～３

省略

長

寿

介

護

課

１～３

省略

４ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

４ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 行う事業が２以上の都道

府県の区域にわたる社会福

○
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

祉法人の定款の認可及び変

更認可、解散の認可及び認

定並びに合併の認可に関す

る副申（第３１条第４項、第

４３条第２項、第４６条第４

項、第４９条第３項）

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

	 解散命令（第５６条第８

項）

○ 
 解散命令（第５６条第４

項）

○


 助成等 （第５８条） ○ � 助成及び監督（第５８条） ○

� 省略 � 省略

５～２６

省略

５～２６

省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。

地

域

福

祉

課

１ 社会

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 社会福祉法人に関するこ

と。


～	 省略 
～	 省略


 身分を示す証明書の交付

（第５６条第２項）

○

� 必要な措置の勧告（第５６

条第４項）

○

� 勧告に従わない旨の公表

（第５６条第５項）

○

� 勧告に係る措置の命令

（第５６条第６項）

○ 
 必 要 な 措 置 の 命 令

（第５６条第２項）

○

� 業務の停止命令及び役員

の解職勧告（第５６条第７

項）

○ � 業務の停止命令及び役員

の解職勧告（第５６条第３

項）

○

� 省略 � 省略
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 所轄庁に対する意見の具

申（第５７条の２第１項）

○

� 関係都道府県知事等に対

する協力の要請（第５７条の

２第２項）

○

� 助成等 （第５８条） ○ � 助成及び監督（第５８条） ○

� 省略 � 省略

２ 社会福祉事業に関するこ

と。

２ 社会福祉事業に関するこ

と。

�～� 省略 �～� 省略

	 身分を示す証明書の交付

（社会福祉法施行規則第１２

条）

○

２～３１

省略

２～３１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の１２ 省略

�の１３ 社会福祉法第５６条第２項の規定に基づく身分を示す証明

書の交付に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域

にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設を設置する社

会福祉法人に係るものを除く。）。

�の１４ 社会福祉法第５６条第４項の規定に基づく社会福祉法人に

対する必要な措置の勧告に関すること（行う事業が２以上の地

方局の所管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福祉施

設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の１５ 社会福祉法第５６条第５項の規定に基づく社会福祉法人に

対する勧告に従わない旨の公表に関すること（行う事業が２以

上の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会

福祉施設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の１６ 社会福祉法第５６条第６項の規定に基づく社会福祉法人に

対する措置命令に関すること（行う事業が２以上の地方局の所

管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設を設置

する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の１７ 社会福祉法第５６条第７項の規定に基づく社会福祉法人に

対する業務の停止命令及び役員の解職勧告に関すること（行う

事業が２以上の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人及び２

以上の社会福祉施設を設置する社会福祉法人に係るものを除

く。）。

�の１８ 省略

�の１９ 社会福祉法第５７条の２第１項の規定に基づく所轄庁に対

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の１２ 省略

�の１３ 社会福祉法第５６条第２項の規定に基づく社会福祉法人に

対する措置命令に関すること（行う事業が２以上の地方局の所

管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設を設置

する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の１４ 社会福祉法第５６条第３項の規定に基づく社会福祉法人に

対する業務の停止命令及び役員の解職勧告に関すること（行う

事業が２以上の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人及び２

以上の社会福祉施設を設置する社会福祉法人に係るものを除

く。）。

�の１５ 省略
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公 告

�公 告

登録販売者試験の実施について

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和３５年法律第１４５号）第３６条の８第１項の規定により、平

成２８年登録販売者試験を次のとおり実施する。

平成２８年６月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２８年１０月２６日（水）午前１０時３０分

２ 試験の場所

愛媛県庁（愛媛県松山市一番町四丁目４－２）、愛媛県中予地

方局（愛媛県松山市北持田町１３２番地）及び愛媛県薬剤師会館

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

する意見の具申に関すること（行う事業が２以上の地方局の所

管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設を設置

する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の２０ 社会福祉法第５７条の２第２項の規定に基づく関係都道府

県知事等に対する協力の要請に関すること（行う事業が２以上

の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人及び２以上の社会福

祉施設を設置する社会福祉法人に係るものを除く。）。

�の２１ 省略

�の２２ 省略

�の２３ 省略

�の２４ 省略

�の２５ 省略

�の２６ 省略

�の２７ 省略

�の２８ 省略

�の２９ 省略

�の３０ 省略

�の３１ 省略

�の３２ 省略

�の３３ 省略

�～�の３ 省略

�の４ 社会福祉法施行規則第１２条の規定に基づく身分を示す証

明書の交付に関すること（２以上の社会福祉施設を設置する者

（市町を除く。）に係るもの（児童福祉法第３４条の８第２項の

規定により行うことができる放課後児童健全育成事業、同法第

３４条の１１第１項の規定により行うことができる地域子育て支援

拠点事業、身体障害者福祉法第２７条の規定により行うことがで

きる手話通訳事業、同法第２８条第３項の規定により設置される

身体障害者社会参加支援施設並びに老人福祉法第１５条第５項の

規定により設置される軽費老人ホーム及び老人福祉センターに

係るものを除く。）を除く。）。

�の５ 省略

�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略

�の１０ 省略

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�～�１０１ 省略

４～６ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�の１８ 省略

�の１９ 省略

�の２０ 省略

�の２１ 省略

�の２２ 省略

�の２３ 省略

�の２４ 省略

�の２５ 省略

�の２６ 省略

�の２７ 省略

�の２８ 省略

�～�の３ 省略

�の４ 省略

�の５ 省略

�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略

�の１０ 省略

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�～�１０１ 省略

４～６ 省略
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選挙管理委員会告示

（愛媛県松山市三番町七丁目６－９）（試験の場所は、受験票に

より通知する。）

３ 受験申請書の提出期間

平成２８年７月２５日（月）から８月５日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験申請書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所（松山市の区域

にあっては、中予保健所）と、県外居住者については愛媛県保健

福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
平成２８年７月１０日執行予定の参議院選挙区選出議員選挙における

各候補者が政見放送を行うことができる基幹放送事業者及びその回

数は、次のとおりである。

平成２８年６月１０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

区 分 基幹放送事業者 政見放送の回数

テレビジョン放送

株式会社愛媛朝日テレビ

南海放送株式会社

株式会社テレビ愛媛

１回

１回

１回

ラ ジ オ 放 送 南海放送株式会社 １回

平成２８年６月１０日 発行
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